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経済産業省資源エネルギー庁

 

６．沖縄県伊江島（アサヒビール）
【農林水産省、経済産業省、環境省、内閣府】
・サトウキビ（糖蜜）からの燃料用エタノー
ル製造とＥ３実証。

国内のバイオエタノール燃料実証事業の取組状況国内のバイオエタノール燃料実証事業の取組状況

１．北海道十勝地区 （（財）十勝圏振興機構等）
【農林水産省、経済産業省、環境省】

・規格外小麦、とうもろこし等からの燃料用ｴﾀﾉｰﾙ製造とＥ３実証。

２．山形県新庄市（新庄市）【農林水産省】
・ソルガム（こうりゃん）からの燃料用エタノール製造とＥ３実証。

３．大阪府堺市（大成建設、丸紅、大阪府等） 【環境省】
・建築廃材からの燃料用エタノール製造とＥ３実証。

４．岡山県真庭市（三井造船）【経済産業省】
・製材所端材からの燃料用エタノール製造実証。

５．沖縄県宮古島（りゅうせき）【環境省】
・サトウキビ（糖蜜）からの燃料用エタノール製造とＥ３実証。

７．福岡県北九州市（新日鐵ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ）
【経済産業省】
・食品廃棄物からの燃料用エタノール製造実証。



14
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○内閣府、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、消防庁の各府省連携により、実証事業

を計画（平成２０年度より本格展開）。
○ 沖縄県宮古島のサトウキビからバイオエタノールを製造し、島内で消費されるガソリン

（年間約２．４万キロリットル）の全てをＥ３にすることを目指した実証事業を今後実施。
（島内の乗用車は約２万台）

○また、海外で走行している高濃度エタノール自動車（Ｅ１０対応車、フレックス燃料車等）の走行試

験を今後実施。

宮古島「バイオエタノール・アイランド」構想宮古島「バイオエタノール・アイランド」構想

【宮古島の基礎データ】

①島嶼面積：１５９．１１km2

②人口：４９，０２０人（H17.3月）
③島内走行車両台数：約２万台
（沖縄総合事務局運輸部調べ）
④年間ガソリン消費量
：２３，９３０kl
※全ガソリンのＥ３化に必要な
エタノール量は７１８ｋｌ

⑤ガソリンスタンド数：１８箇所

【宮古島の基礎データ】

①島嶼面積：１５９．１１km2

②人口：４９，０２０人（H17.3月）
③島内走行車両台数：約２万台
（沖縄総合事務局運輸部調べ）
④年間ガソリン消費量
：２３，９３０kl
※全ガソリンのＥ３化に必要な
エタノール量は７１８ｋｌ

⑤ガソリンスタンド数：１８箇所

実証事業のイメージ

【宮古島のサトウキビ生産（H16）】
①収穫面積：３，１３３ha
②生産量：１７３，０４５ｔ
③糖蜜生産量（推定）：５，７１０ｔ
④糖蜜から生産可能な
エタノール量：１，８２７ｋｌ

【宮古島のサトウキビ生産（H16）】
①収穫面積：３，１３３ha
②生産量：１７３，０４５ｔ
③糖蜜生産量（推定）：５，７１０ｔ
④糖蜜から生産可能な
エタノール量：１，８２７ｋｌ
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◆バイオマス資源を高効率に気体・液体燃料等の有用なエネルギーに転換するための技術開発に
対し、研究開発費を補助。
◆ＮＥＤＯが公募し、決定した事業者と委託契約を締結の上、事業を実施。

◆バイオマス資源を高効率に気体・液体燃料等の有用なエネルギーに転換するための技術開発に
対し、研究開発費を補助。
◆ＮＥＤＯが公募し、決定した事業者と委託契約を締結の上、事業を実施。

支援制度の概要支援制度の概要支援制度の概要

セルロース系バイオエタノール製造技術開発の例セルロース系バイオエタノール製造技術開発の例
（バイオマスエネルギー高効率転換技術開発事業）（バイオマスエネルギー高効率転換技術開発事業）

○研究開発テーマ：セルロース系バイオマスを原料とする新規なエタノール醗酵技術等による燃料用エタ
ノールを製造する技術の開発

○委託事業者：
日揮㈱、関西ペイント㈱、㈱物産ナノテク研究所、（社）アルコール協会、（独）産業技術総合研究所
○事業期間：２００１～２００５年度
○実施場所：鹿児島県出水市（ＮＥＤＯ出水アルコール工場）
○総事業費（＝ＮＥＤＯ負担額）：３，２９８百万円
○事業概要
建築廃材や農作物残渣等のバイオマスを原料とする自動車燃料用エタノールの製造技術開発を目的とする。
本技術は、バイオマスを濃硫酸（75～80％硫酸）を用いて酸加水分解し、発酵原料となる単糖（グルコー
ス、キシロース等）を製造し、この単糖を原料としてエタノール醗酵を行うもの。
その際Ｃ５糖の資化性や耐酸性、多糖類の資化性を備えた遺伝子組み換え菌を開発し、効率的なエタノー
ル醗酵を目指す。
また醗酵したエタノールは、省エネルギー性に優れた膜脱水技術を利用して無水エタノールに精製する。

○研究開発テーマ：セルロース系バイオマスを原料とする新規なエタノール醗酵技術等による燃料用エタ
ノールを製造する技術の開発

○委託事業者：
日揮㈱、関西ペイント㈱、㈱物産ナノテク研究所、（社）アルコール協会、（独）産業技術総合研究所
○事業期間：２００１～２００５年度
○実施場所：鹿児島県出水市（ＮＥＤＯ出水アルコール工場）
○総事業費（＝ＮＥＤＯ負担額）：３，２９８百万円
○事業概要
建築廃材や農作物残渣等のバイオマスを原料とする自動車燃料用エタノールの製造技術開発を目的とする。
本技術は、バイオマスを濃硫酸（75～80％硫酸）を用いて酸加水分解し、発酵原料となる単糖（グルコー
ス、キシロース等）を製造し、この単糖を原料としてエタノール醗酵を行うもの。
その際Ｃ５糖の資化性や耐酸性、多糖類の資化性を備えた遺伝子組み換え菌を開発し、効率的なエタノー
ル醗酵を目指す。
また醗酵したエタノールは、省エネルギー性に優れた膜脱水技術を利用して無水エタノールに精製する。

技術開発の概要技術開発の概要技術開発の概要

■日揮㈱は、ＮＥＤＯの支援を受け、２００５年度まで木質バイオマスからのエタノール製造技術の開発を行い、２
００６年６月に、米国で廃木材を原料とするバイオエタノール生産事業に参画する旨を発表。
■米国内に新会社を設立し、２００９年から、年間約３万ＫＬのバイオエタノールの生産・販売を行う予定。

商 業 化商商 業業 化化
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都道府県別の導入量上位（都道府県別の導入量上位（20052005年度末）年度末）

２．７〔万kW〕鳥取県１０

９．７〔万kW〕秋田県３

８．６〔万kW〕鹿児島県４

６．８〔万kW〕岩手県５

３．４〔万kW〕三重県６

３．３〔万kW〕長崎県７

３．３〔万kW〕千葉県８

２．９〔万kW〕

１７．８〔万kW〕

２４．１〔万kW〕

愛知県

青森県

北海道

２

９

１

地域別導入状況（地域別導入状況（20052005年度末）年度末）

導入実績
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107.8107.8〔〔万ｋＷ万ｋＷ〕〕

1,0501,050基基
20042004年度末年度末

92.792.7〔〔万ｋＷ万ｋＷ〕〕 921921基基

20032003年度末年度末
67.867.8〔〔万ｋＷ万ｋＷ〕〕 735735基基

20022002年度末年度末
46.346.3〔〔万ｋＷ万ｋＷ〕〕 572572基基

20012001年度末年度末
31.131.1〔〔万ｋＷ万ｋＷ〕〕 427427基基

関東/中部/北
陸; 15.4%

近畿/中国/四
国; 8.8%

東北; 34.5%

北海道; 22.4%
九州（沖縄を含
む。）; 18.9%

※出典：NEDO調査データ

○９０年代後半から急速に普及し、設備容量ベースで、総計原子力発電一基分にまで導入
が進展。

国内における風力発電の導入量の推移国内における風力発電の導入量の推移
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経済産業省資源エネルギー庁風力発電の国際比較風力発電の国際比較《《海外諸国の導入状況海外諸国の導入状況》》
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日本は1028MW（1.4％）で
世界第13位。

注１ 出典：Windpower Monthly (2006年末時点）
注２ MW=1,000kW
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○地球温暖化対策のため、世界的に風力発電の導入が進んでおり、我が国も積極的な普
及が必要。
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経済産業省資源エネルギー庁自然公園内の風力発電立地の可能性自然公園内の風力発電立地の可能性

阿蘇くじゅう国立公園
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風況マップと自然公園の関係（九州の例）風況マップと自然公園の関係（九州の例）

○自然公園内は風況がよく、開発が認められ
ている地域に風力発電を導入することが期
待される。

○平成１６年自然公園法の規制が改正され、
風力発電の立地に関する基準が明確化した
が、立地した例は３件のみ。

○現在、経済産業省と環境省で、「風力発電施
設と自然環境保全に関する研究会」を設置し、
自然公園内における普及の可能性等を検討
中。
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経済産業省資源エネルギー庁風力発電施設と自然環境保全に関する研究会について風力発電施設と自然環境保全に関する研究会について

【目的等】

風力発電は、石油代替エネルギーとして優れた純国産エネルギーであり、地球温暖化防止
等環境対策に有効な新エネルギーであるが、近年、その立地に伴い、野生生物や景観への
影響が懸念されており、一部では事業者と地域住民や自然保護団体等との間で軋轢が生じ
ている。

こうした中で、風力発電の必要性と自然環境保全に関する課題・問題点等を一体として議
論・把握し、今後必要となる対策等を洗い出す。

今年３月３０日の第１回から計４回の研究会を開催し論点整理中。論点整理後は海外調査
を予定している。

【研究会メンバー】

風力発電事業者、環境NGO等の関係者、学識経験者、環境省及び資源エネルギー庁関係
部課長等

【位置づけ】

環境省大臣官房審議官と資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部長の私的研究会


